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２０２2年1月号「vol.１39」

２０２１年 ２ 月号（Vol.１２８）
総額543億円、県の １ 月補正予算可決 ＝ 飲食店などの時短への協力金の財源

　緊急事態宣言が発令されたことにより経済の先行きが一層不透明となっています。1月 8日の臨時定例会で産業
労働委員会より「緊急事態宣言に伴う事業者支援策の充実強化を求める意見書」が提出され、可決されました。こ
れは、飲食店等に食材を納入している関連事業者等に対しても財政支援措置を講じること。また持続化給付金、家
賃支援給付金については、雇用調整助成金と同様に再度の支給を受けられるよう制度を見直し財政支援措置を延長
すること、などを要望したものです。

　コロナウイルス感染症の拡大傾向が続き、政府は1月7日に傾向が著しい東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の首都圏
1都3県を対象に2度目の緊急事態宣言を発令（期間1月8日～2月7日、1月13日には大阪など7府県を追加）しました。
拡大を止める対策として政府は都民・県民が不要不急の外出を自粛する（特に午後8時以降）とともに、飲食店、バー、
カラオケ店などが営業時間の短縮要請に応じることがポイントとしています。これの沿って神奈川県では1月8日、総額
543億2,610万円の1月補正予算案を県議会臨時定例会に提案し、可決されました。財源は国庫支出金が充てられています。
今年度一般会計にかかわる補正予算はこれで9回目となります。このうち8回はコロナウイルス感染症の関連で、3回は
飲食業などの営業時間短縮要請に伴う協力金にかかわるものです。

　2020年来、新型コロナウイルス感染症の世界的なまん延が続き、収束の見通しも立っていません。こ
んな中で対策に追われる政府の積極財政策も続き、2022年度一般会計の当初予算案の歳出総額は過去最
大の107兆円超となる見通しで、借金は膨らむばかり。神奈川県でも850億円の財源不足が見込まれてい
ます。
　こうした中で昨年、強く感じたことは今日の政治の土台となっている民主主義の危うさということです。
国の施策と国民の思い・要望の乖離ということです。18歳以下の子への現金10万円相当の給付について
混乱が生じた事がいい例です。今回の10万円給付については、国民・自治体の声を受け方針転換を行い
ましたが、「それは適正か」という人々の常識と国とのズレがしばしばみられるということです。これは
役所の「決まりや運営」と人々の要望とのズレと同じことではないかと思うのです。こうした中で、両者
を結ぶもの、その役割を果たすものとして、国と人々の身近にある市町村を結ぶ都道府県の役割がますま
す重要になっている、ともいえると思います。昨年11月末の衆院議員選に続き今年夏には参院議員選が
予定されています。1人に1票が託された選挙は一人ひとりが「民主主義とは」に思いを致す絶好の機会
になると思います。

衆 院 選 に 続 き 今 夏 に は 参 院 選、
民主主義について思いを致す機会では



２０２１年 5 月号（Vol.１3１）
ワクチンの予防接種も本格化 ＝ 新型コロナの感染症への対策
　米国のジョンズ・ホプキンス大学の集計によると世界の新型コロナウイルス感染者が1億4000万人、そのうち死者が
300万人を超えた（4月17日時点）と報告されています。世界では昨年末から欧米を中心に開発された同感染症用ワクチ
ンを人々に予防接種する試みも始まり、同感染症の終息に向けた大きな武器になると期待されています。

２０２１年 4 月号（Vol.１3０）
中小企業資金繰り融資補助枠は3０００億円に ＝ 県の「産業労働」の当初予算、昨年度比大幅増

　令和 3年度当初予算一般会計は、昨年の199億と比べ 2倍強の増額414億円となっています。感染症対策事業とし
て産業労働局一般会計の 8割を占める348億円が計上されました。感染を防ぐ取り組みと共に、中小企業の倒産や
廃業を防ぎ経営の安定化を進める取り組み、コロナ収束後の県経済を回すための需要喚起などが含まれています。
可決された予算は速やかに確実に執行していく必要があります。また、緊急事態宣言が解除されてもワクチン接種
が広く普及するまで景気の本格回復は難しいとの声が多く、コロナ収束まで県内企業を如何に守って行くかが課題
です。

　一般、特別、企業3会計合わせて総額4兆2,452億円に上る神奈川県の2021年度当初予算案は県議会の今年1回目の定
例会での質問や各委員会での審議を経て、3月25日開会の本会議で原案通り可決されましたが、私が所属する産業労働
常任委員会で審議された産業労働分野の予算は、2020年度当初予算に比べ大幅に増額されています。一般会計と特別会
計（中小企業資金会計）を合わせた額は約443億円、一般会計のみでは約414億円といずれも2倍前後に増額されました。
県内には18万を超える中小企業が存在しており、コロナ禍において経営の安定化、事業の承継・強化を図るための資金
繰りの確保への支援は特に重要で、県はこの融資事業に対する補助を行ってきましたが、このための枠は2020年度一般
会計当初予算における2,600億円より400億円増額され、本年度は初めて3,000億円への到達となりました。

２０２１年 3 月号（Vol.１２9）
コロナ対策に重点、県民生活直結の事業も推進 ＝ 総額 4 兆２,45２億円、県の２０２１年度当初予算案

　2021年度の当初予算は、新型コロナ感染症への対応
に重点的に配分しており、一般会計では昨年より1,448
億円増加しています。その一方で収入は減少しており、
県の貯金とも言える財政調整基金を690億円切り崩し、
財政不足を補っています。その結果、2020年度末の財
政調整基金は1,040億円から350億円へと激減していま
す。また、県債現在高は増加しており、貯金は減って
借金が増えているという大変厳しい状況です。今後も
県民生活に直結する事業はしっかりと行っていくもの
の、未病やヘルスケアなど県独自の取組は見直す必要
があります。

　2月10日開会された第一回定例県議会本会議に2021年
度の当初予算案が提案されました。一般、特別（国民健
康保険など）、企業（水道など）の3つの会計合わせた総
額は前年度当初より1.2%増の4兆2,452億円で、4年連続
過去最大となります。このうち県民生活と関わりの大き
い一般会計は前年度当初より7.6%増の2兆484億円。こ
ちらも3年連続の増。黒岩祐治知事は「コロナから生命
と暮らしを守り抜く予算」との表現で「医療体制整備と
経済回復に重点的に配分したことが特徴の予算」である
ことを説明。さらに「県民生活に直結する事業は着実に
推進」「東京2020年五輪・パラリンピック開催延期に関
連して事前キャンプの感染症対策を実施するなど成功に
向けての取り組みにも留意している」ことを謳っています。
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　一般、特別、企業3会計合わせて総額4兆2,452億円に上る神奈川県の2021年度当初予算案は県議会

の今年1回目の定例会での質問や各委員会での審議を経て、3月25日開会の本会議で原案通り可決され

ましたが、私が所属する産業労働常任委員会で審議された産業労働分野の予算は、2020年度当初予算

に比べ大幅に増額されています。一般会計と特別会計（中小企業資金会計）を合わせた額は約443億円、

一般会計のみでは約414億円といずれも2倍前後に増額されました。県内には18万を超える中小企業が

存在しており、コロナ禍において経営の安定化、事業の承継・強化を図るための資金繰りの確保への支

援は特に重要で、県はこの融資事業に対する補助を行ってきましたが、このための枠は2020年度一般

会計当初予算における2,600億円より400億円増額され、本年度は初めて3,000億円への到達となりました。

　産業労働分野の施策には「新型コロナウイルス感染防止対策等事業継続に向けた取り組みへの支援」

として、会食事時の飛沫感染を防ぐため飲食店に対しアクリル板やサーキュレーターなどを県で調達し、

無償貸し付けを実施するアクリル板等貸付事業があり、本年度は3億円を計上しています。昨年11月に

スタートした事業で、6週間無償で貸し付けた後に買い取ってもらっていますが、3月22日現在、11万

6,000枚の利用があり、県内の飲食店の約9割が利用し、

約7割が買い取っているということです。
　中小企業制度融資事業費、信用保証事業費への補助は

神奈川県信用保証協会と協調しての融資の利子や保証料

への補助を行うもので、昨年4月から今年2月末までに

3万5,509件の利用があったといいます。県では補助によ

る融資利率の引き下げを年2.1%以内から年1.6%以内と

することに、保証料補助率は0.45～1.52%から0.225～

0.76%に引き上げることを見込んでいるとしています。

　県内の消費喚起策として県では県内の工業製品（車、

家具、鎌倉彫など）を購入する県内の個人や法人に価格

の割引を支援する「かもめクーポン」制度を実施しており、

本年度当初予算に18億余円を計上しています。今年3月

10日現在、2,401件、2億1,214万円の利用があるといい

ます。労働関係では就職氷河世代への支援として本年度

新たに企業訪問などの実習型プログラムを提供する事業

を始めます。委託事業者を決定の後、6月からでも受講

者を募集。年2回開講し、1回の定員は20人程度と見込

んでいます。

中小企業資金繰り融資補助枠は3000億円に

県の「産業労働」の当初予算、昨年度比大幅増

　4月6日（火）から15日（木）は「春の交通安全運動」です。自転車の単独事故件数（死亡）は10年

前の約2.4倍となっている事から、重点項目として、「自転車の安全利用の推進」や「子供と高齢者を始め

とする歩行者の安全の確保」「歩行者等の保護を始めとする安全運転意識の向上」が挙げられています。

２０２1年4月号「vol.１30」

　令和3年度当初予算一般会計は、昨年の199億と比べ2倍強の
増額414億円となっています。感染症対
策事業として産業労働局一般会計の8割
を占める348億円が計上されました。感
染を防ぐ取り組みと共に、中小企業の倒
産や廃業を防ぎ経営の安定化を進める
取り組み、コロナ収束後の県経済を回す
ための需要喚起などが含まれています。
可決された予算は速やかに確実に執行
していく必要があります。また、緊急事
態宣言が解除されてもワクチン接種が
広く普及するまで景気の本格回復は難し
いとの声が多く、コロナ収束まで県内企
業を如何に守って行くかが課題です。
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コロナ対策盛り込まれた484億余円

県一般会計6月補正予算案を審議

　7月23日から開会する「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会」では、県内

でもセーリング、野球・ソフトボール、サッカー、自転車競技の4競技が開催されます。県

では、選手・大会関係者及び県民の皆さんにとって安心安全な大会となるよう「神奈川県新

型コロナウイルス感染症対策に関する東京2020大会協議会」を設置し対策を進めています。

２０２1年7月号「vol.１33」

　6月15日開会の神奈川県議会本年度第2回定例会本会議に、黒岩祐治知事から一般会計6月補正予算案

が提案され、審議が行われています。コロナウイルス感染症対策への施策が盛り込まれた484億3600万円

を内容とするもので、財源として国からの交付金に県の財政調整基金から9億5700万円を繰り入れて充て

ています。内容は事業者への支援に116億1864万円、医療提供体制の維持・生活支援等に361億3607万円

となっており、事業者への支援では酒類販売事業者等への支援給付金、中小企業者等への支援給付金の制

度を新たに始める施策が盛り込まれるなどしています。補正予算案について県議会では7月13日の本会議

まで、2つに分けて（事業者支援分とそれ以外）採決します。

　補正予算案には神奈川県なりに独自に計画した新規の事業が幾つか盛り込まれています。事業者支援

では従来の国からの支援にプラスして酒類販売事業者等には支援給付金の加算と支援対象の拡大、酒類

販売業者等を除く中小企業者等には加算が行われます。県では県内の酒類販売業者等5000店のうち1700

店程度、中小企業20万社のうち5万社程度が利用するのではないかと見込んでいます。さらに信用保証

事業費補助でも信用保証料に対する補助を拡充するとしています。これらの予算額は計81億4920万円となっ

ています。
　また多くの観光地や宿泊施設を抱える神奈川ですが、

新たに宿泊施設感染症対策等事業費補助制度が設けられ

ています。宿泊事業者が機械換気設備の導入などに要す

る経費に補助するもので26億8586万円を計上しています。

許可を得ている県内の宿泊施設は1700に上ります。乗り

合いバスやタクシーの事業者に対する地域公共交通事業

者感染症対策支援事業も新規で、5億9582万円を計上し

ています。これらの消毒液の購入費などの半分程度を補

助するものです。県では対象のバスは4000台以上、タクシー

は2万台以上になるとしています。
　生活支援では生活困窮者自立支援金の交付事業が新た

に盛り込まれました（1億1970万円）。生活福祉資金の貸

付額が上限に達するなどして新たに貸付を受けられず生

活に困窮する人への支援（支給は3か月まで）で単身世

帯で月6万円、2人世帯で月8万円、3人以上世帯で月10

万円となっています。孤独・孤立で不安を抱える女性へ

の支援としてNPO等の知見を活用した相談や訪問の支援、

生理用品の配布等を行う施策も加わっています。

　6月21日以降も県内6市（横浜・川崎・相模原・厚木・座間・小
田原市）では引き続きまん延防止等
重点措置が適用されました。県内の
飲食店や関連する事業者などは、長
引く自粛に、疲弊しています。新型
コロナウイルス感染症と経済活動を
両立する仕組みを更に進める事はも
とより、待ったなしの状況にある事
業者などに早急の支援が必要な事から、
6月補正で提案された116億円余の事
業者支援については、7月13日の採決
を待たず、先行して 6月30日に採決
する事となりました。
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　2月10日開会された第一回定例県議会本会議に2021年度の当初予算案が提案されました。一般、

特別（国民健康保険など）、企業（水道など）の 3つの会計合わせた総額は前年度当初より1.2％増

の 4兆2 ,452億円で、4年連続過去最大となります。このうち県民生活と関わりの大きい一般会計

は前年度当初より7.6％増の 2兆484億円。こちらも 3年連続の増。黒岩祐治知事は「コロナから生

命と暮らしを守り抜く予算」との表現で「医療体制整備と経済回復に重点的に配分したことが特

徴の予算」であることを説明。さらに「県民生活に直結する事業は着実に推進」「東京2020年五輪・

パラリンピック開催延期に関連して事前キャンプの感染症対策を実施するなど成功に向けての取

り組みにも留意している」ことを謳っています。

　一方で財源の確保は大変。景気の落ち込みで県税収入は 1兆1 ,425億円しか見込めず、財源不足

の総額は705億円に上ります。これに対処して財政調整基金の取崩し690億や県主催イベントの中

止など110億円の徹底した事業の見直しを行いました。借金に当たる県債の新規発行額は前年度よ

り9.4％増の2 ,918億円に。新年度の当初予算案は 3月から予算特別委員会、各常任委員会で審議さ

れる予定で、3月25日開会の本会議で採決される見通しとなっています。

　一般会計当初予算案では新型コロナウイルス感染症

対策として1 ,522億2 ,331万円が組まれています。これ

は、陽性患者やその疑いのある患者向け病床2 ,300床

の確保、感染症専用病棟の運営（3施設268床）、ワ

クチン接種体制の整備などです。経済回復に向けた支

援としては、県が民間金融機関と提携して行っている

独自の低利融資制度の補助などに関わる予算枠を前年

度の2 ,600億円から3 ,000億円に引き上げ、感染拡大防

止対策やビジネスモデル転換事業（デリバリーなど）

に対する補助も継続（38億円）する、などです。

　「県民生活に直結する事業」では、地震災害、風水

害対策の推進として1 ,216億6 ,874万円が組まれていま

すが、危険個所の対応工事、遊水池の整備など風水害

対策の推進では昨年度における当初計画時の予算より

96億円多い560億円を計上。また校舎の耐震・老朽化

対策、トイレの洋式化、空調設備の整備など「新まな

びや計画の推進」では、前年度より68億円多い280億

円が組まれています。今年 8月開所予定の津久井やま

ゆり園と、同12月開所予定の芹が谷やまゆり園の新築

工事関係費として合わせて34億円余、運営費として同

5億円余も計上されています。

コロナ対策に重点､ 県民生活直結の事業も推進

総額4兆2,452億円､ 県の2021年度当初予算案

3月12日(金 )から17日(水 )の10時半から17時の 4日間で委員長を務める予算委員会が開催

されます｡ 予算委員会の様子は､ 3月24日(水 )､ 25日(木 )､ 26日(金 )の18時半から概ね20

時までTV神奈川で放送されます｡

２０２1年3月号「vol.１２9」

　2021年度の当初予算は､新型コロナ感染症への対応に重点的に配分しており､
一般会計では昨年より1,448億円増加して
います｡ その一方で収入は減少しており､
県の貯金とも言える財政調整基金を690
億円切り崩し､ 財政不足を補っています｡
その結果､ 2020年度末の財政調整基金は
1,040億円から350億円へと激減していま
す｡ また､ 県債現在高は増加しており､
貯金は減って借金が増えているという大
変厳しい状況です｡ 今後も県民生活に直
結する事業はしっかりと行っていくもの
の､ 未病やヘルスケアなど県独自の取組
は見直す必要があります｡
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　コロナウイルス感染症の拡大傾向が続き、政府は1月 7日に傾向が著しい東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県の首都圏 1都 3県を対象に 2度目の緊急事態宣言を発令（期間 1月 8日～2月 7日、1月13

日には大阪など 7府県を追加）しました。拡大を止める対策として政府は都民・県民が不要不急の

外出を自粛する（特に午後 8時以降）とともに、飲食店、バー、カラオケ店などが営業時間の短縮

要請に応じることがポイントとしています。これの沿って神奈川県では 1月 8日、総額543億2,610

万円の 1月補正予算案を県議会臨時定例会に提案し、可決されました。財源は国庫支出金が充てら

れています。今年度一般会計にかかわる補正予算はこれで 9回目となります。このうち 8回はコロナ

ウイルス感染症の関連で、3回は飲食業などの営業時間短縮要請に伴う協力金にかかわるものです。

　協力金の最近の流れについてですが、県は同感染症神奈川県対策本部会議の決定に基づき12

月18日から 1 月11日まで、横浜、川崎市の酒類を提供する飲食、カラオケ店に22時までの時間

短縮要請を行い、応じたところへの協力金は 4 万円でした。 1 月 2 日に 1都 3 県の知事が西村厚

生大臣に面会し緊急事態の発出の検討について要請したところ、逆に 1都 3 県で取り組んで欲し

いということで 4 点について要請を受けました。飲

食店などへの時短営業短縮を20時まで（酒類の提供

は19時まで）とし、併せて都民・県民への20時以降

の不要不急の外出自粛を要請する、などです。神奈

川県では20時までの時短営業の要請に応じた店には

協力金を 2 万円上乗せすることにしました。緊急事

態宣言発令を受けての 1月12日から 2 月 7 日まで、

20時までの時短営業要請（酒類の提供は19時まで）

の対象店が増え、さらに要請対象地域が県全域に広

がったことで、ぐんと増え 3 万3294店に上るとみら

れています。協力金は 1 店舗 1 日 6 万円とすると27

日間で162万円。これに対象の店舗数をかけるとざっ

と540億円になる計算です。　また県が 1 月26日に公表した同感染症の発生状況

は､ 入院が955人､ 宿泊施設療養が284人､ 自宅療養

が2 ,851人､ 死亡が410人｡ 病床の確保状況は､ 重症

･ 中等症用が1 ,555床､ 宿泊療養施設は1 ,592床｡ 臨

時の医療施設として 1月18日から新たに 5棟目(37床)

を開棟し全180床で患者受け入れが可能になったと

しています｡

総額543億円､ 県の1月補正予算可決

飲食店などの時短への協力金の財源

　2月10日(水 )より令和 3年第1回定例会が開会されます。本会議及び委員会等の傍聴につ

いては、新型コロナウイルス感染症の予防及び防止のため、マスクの着用、手指消毒の実施及

び体温測定のご協力をお願いしています。また、昨年11月から、本会議における発言をリアル

タイムで文字情報化し、傍聴席のディスプレイに表示する試行運用を開始しました。

２０２1年2月号「vol.１２8」

緊急事態宣言が発令されたことにより経済の先行きが一層不透明
となっています｡ 1 月 8 日の臨時定
例会で産業労働委員会より ｢緊急事
態宣言に伴う事業者支援策の充実強
化を求める意見書｣ が提出され､ 可
決されました｡ これは､ 飲食店等に
食材を納入している関連事業者等に
対しても財政支援措置を講じること｡
また持続化給付金､ 家賃支援給付金
については､ 雇用調整助成金と同様
に再度の支給を受けられるよう制度
を見直し財政支援措置を延長するこ
と､ などを要望したものです｡
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常任「産業労働」、特別「安心安全」

本 年 度 の 所 属 委 員 会 決 ま る

　5月17日（月）から7月13日（火）まで令和3年第2回定例会が開会されています。

6月4日（金）には産業労働常任委員会が、6月18日（金）からは代表質問が行われます。

２０２1年6月号「vol.１32」

　5月25日に開かれた神奈川県議会2021年度第2回定例会の本会議で本年度一年間、活動の舞台となる常

任委員会と特別委員会の所属先が決まりました。常任委員会は昨年に続いて産業労働常任委員会の委員、

特別委員会は安全安心特別委員会の委員です。また自民党神奈川県議団では政務調査会の筆頭副会長に就

任することになりました。主たる役目は本会議における自民党の代表質問について調整するものです。同

常任委員会の審査対象となる部局は県の産業労働局と労働委員会です。コロナウイルス禍の中で産業労働

部門への影響も少なくないことから、本年度の県の当初一般会計予算の中で産業労働分野の予算は、昨年

度の一般会計当初予算より大幅に増額され約414億円と2倍余になっており、そのうちの265億5586万は

「新型コロナウイルス感染症対策事業」です。　産業労働局では本年度の主要施策として12の項目を掲げており、この項目と予算額を紹介してみます。

①  【感染症防止対策等事業継続に向けて取り組みへの支援】38億4378万円（中小企業・小規模企業感染症

対策事業費補助、アクリル板貸し出し事業費など）

②  【中小企業の資金繰り支援】2020年度より400億円増額

して3000億円に。③  【需要喚起対策】75億円（2020年度からの繰越）県内

の対象店舗でキャッシュレス決済をした消費者に対し

20%のポイント還元（1人当たりの上限4000円）を行う、

商店街等プレミア商品券支援事業費補助1億円など。

④  【成長支援】DXプロジェクト推進事業費7512万円、成

長期ベンチャー支援事業費6000万円、新型コロナウイ

ルス感染症対策ロボット実装事業費6731万円。

⑤  【就業支援】2億1337万円（若年・中高年齢者の就業体

制の強化、就職氷河期世代への就業支援）

⑥  【働き方改革の推進】1億2800万円（テレワーク導入経

費等への補助、アドバイザーの派遣、サテライトオフィ

ス整備への補助）⑦ 【かながわスマートエネルギー計画の推進】5億5943万円

⑧ 【県内企業の活性化】279億8356億円
⑨ 【成長産業の創出・育成】37億9273万円
⑩ 【企業誘致などによる産業集積】14億8840万円

⑪  【労働施策の推進】23億3606万円（働き方改革の推進、

就業支援の推進、障がい者雇用の促進など）

　昨年に続き産業労働常任委員会の所属が決定 し ま し た。先 日、
20年度の実質GDPが公表され、事実
上、戦後最悪の落ち込みとなり、今後
はコロナ禍で苦しむ中小企業・小規模
企業者への支援や就業支援などが喫緊
の課題です。また、アフターコロナ時
代を見据えて、テレワークの推進など
の働き方改革や今後の県経済活性化の
ための成長産業の創出や企業誘致など、
所管する事業はコロナ禍の中で大変重
要なものとなっています。県内の雇用
や経済を守るため、この一年も当委員
会でしっかりと議論してまいります。
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ワクチンの予防接種も本格化

新型コロナの感染症への対策

　県では5月11日まで、まん延防止等重点措置区域内（横浜市、川崎市、相模原市、鎌倉市、

厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市）の飲食店では酒類の提供を終日提供しない

よう協力を要請しています。

２０２1年5月号「vol.１31」

　米国のジョンズ・ホプキンス大学の集計によると世界の新型コロナウイルス感染者が1億4000万人、

そのうち死者が300万人を超えた（4月17日時点）と報告されています。世界では昨年末から欧米を中

心に開発された同感染症用ワクチンを人々に予防接種する試みも始まり、同感染症の終息に向けた大

きな武器になると期待されています。
　日本におけるワクチンの予防接種は遅ればせながら2月17日から医療従事者など（県内接種予定者

約26万人）を対象にスタートし、4月19日時点で県内30,519人の医療従事者等が2回目の接種を終了し

ました。また、4月12日からは65歳以上となる人3600万人（県内231万人）を対象に予防接種を始めま

した。高齢者は重病化しやすいためで、横浜市内ではまずこれらの人が大勢入所されている高齢者施

設等から始められています。大勢の高齢者が接種できるのはワクチンが本格的に入荷する5月末以降に

なり、そのあとは基礎疾患のある人、高齢者施設の従事者、この後にそれ以外の人たちになる計画です。

ワクチンの接種対象者は16歳以上の国民で、約 1億1000万人と見込まれていますが、政府筋からは

4月17日の日米首脳会談の際、菅首相がファイザー社の最高責任者に追加供給を要請して合意し、全

員分のワクチンを9月末までに調達できるようになった、と明らかにされました。

　参考までに予防接種に際してのQ&Aを記載致します。
これまでに認められている副反応にはどのようなものがあるの？

注射した部分の痛み、疲労、頭痛、筋肉や関節の痛み等がみられることがあります。まれな頻

度でアナフィラキシー（急性のアレルギー反応）が発生します。県では、ワクチン接種後に生

じた副反応等に係る相談などを受け付けるコールセンターを設置しています。

【コールセンター】TEL：045-285-0719（24時間対応）

Q

A

今回のワクチンは新しい仕組みのワクチンということですが、どこが既存のワクチンと違うの？

ウイルスのタンパク質をつくるもとになる情報の一部を注射します。それに対する抗体などが

できることで、ウイルスに対する免疫ができます。

Q

A

何歳から受けられるの？ また費用はかかるの？
現在国で承認されているファイザー社製ワクチンは16歳以上の方が接種を受けられます。妊娠

中の方や新型コロナに感染した事がある方も受ける事ができます。費用はかかりません。

Q

A

裏面に続く



２０２１年 6 月号（Vol.１3２）
常任「産業労働」、特別「安心安全」 ＝ 本年度の所属委員会決まる
　5月25日に開かれた神奈川県議会2021年度第2回定例会の本会議で本年度一年間、活動の舞台となる常任委員会と特
別委員会の所属先が決まりました。常任委員会は昨年に続いて産業労働常任委員会の委員、特別委員会は安全安心特別
委員会の委員です。また自民党神奈川県議団では政務調査会の筆頭副会長に就任することになりました。主たる役目は
本会議における自民党の代表質問について調整するものです。同常任委員会の審査対象となる部局は県の産業労働局と
労働委員会です。コロナウイルス禍の中で産業労働部門への影響も少なくないことから、本年度の県の当初一般会計予
算の中で産業労働分野の予算は、昨年度の一般会計当初予算より大幅に増額され約414億円と2倍余になっており、その
うちの265億5586万円は「新型コロナウイルス感染症対策事業」です。

　昨年に続き産業労働常任委員会の所属が決定しました。先日、20年度の実質GDPが公表され、事実上、戦後最
悪の落ち込みとなり、今後はコロナ禍で苦しむ中小企業・小規模企業者への支援や就業支援などが喫緊の課題です。
また、アフターコロナ時代を見据えて、テレワークの推進などの働き方改革や今後の県経済活性化のための成長産
業の創出や企業誘致など、所管する事業はコロナ禍の中で大変重要なものとなっています。県内の雇用や経済を守
るため、この一年も当委員会でしっかりと議論してまいります。

　6月21日以降も県内 6市（横浜・川崎・相模原・厚木・座間・小田原市）では引き続きまん延防止等重点措置が
適用されました。県内の飲食店や関連する事業者などは、長引く自粛に、疲弊しています。新型コロナウイルス感
染症と経済活動を両立する仕組みを更に進める事はもとより、待ったなしの状況にある事業者などに早急の支援が
必要な事から、6月補正で提案された116億円余の事業者支援については、7月13日の採決を待たず、先行して 6
月30日に採決する事となりました。

２０２１年 7 月号（Vol.１33）
コロナ対策盛り込まれた484億余円 ＝ 県一般会計 6 月補正予算案を審議
　6月15日開会の神奈川県議会本年度第2回定例会本会議に、黒岩祐治知事から一般会計6月補正予算案が提案され、審
議が行われています。コロナウイルス感染症対策への施策が盛り込まれた484億3600万円を内容とするもので、財源とし
て国からの交付金に県の財政調整基金から9億5700万円を繰り入れて充てています。内容は事業者への支援に116億1864
万円、医療提供体制の維持・生活支援等に361億3607万円となっており、事業者への支援では酒類販売事業者等への支援
給付金、中小企業者等への支援給付金の制度を新たに始める施策が盛り込まれるなどしています。補正予算案について
県議会では7月13日の本会議まで、2つに分けて（事業者支援分とそれ以外）採決します。

２０２１年 ８ 月号（Vol.１34）
改めて県民や事業者への支援策紹介 ＝ コロナウイルス感染症の拡大傾向続く
　日本では今夏、コロナウイルス感染症の予防接種が進み、東京オリンピックが開催される中、大都市など
では依然として感染の拡大傾向が続いています。このため県民生活や事業者の経済活動への影響も大きいも
のがあります。こうした中、国や県の支援策の概略を改めて紹介してみます。

　秋は台風や前線の影響で、大雨、洪水、暴風、高潮による自然災害が発生しやすい季節です。災害対策基本法が
改正、令和 3年 5月20日より市町村が発表する避難情報が変わり、従来の「避難勧告」が「避難指示」に統一され
ました。避難勧告は廃止され、「避難指示（警戒レベル 4）」で危険な場所から全員避難しましょう。避難に時間の
かかる高齢者や障がいのある方は「高齢者等避難（レベル 3）」で早めに避難をしましょう。日頃から水害・土砂
災害が起こりやすい場所などを確認し、新型コロナが収束しない中でも危険な場所にいる人は避難することが原則
です。

２０２１年 9 月号（Vol.１35）
県が「コロナ感染症を踏まえた避難所運営ガイドライン」～複合災害に備えた避難所へ～策定
　地震、台風、豪雨による水害やがけ崩れなど災害から人々の安心・安全な生活を守るためには、災害時に設置される
避難所が大きな役割を担っています。コロナウイルス感染症の拡大・その影響が心配される今日では、災害時の避難所
の運営に当たっても同感染症の影響を踏まえたガイドラインの策定が必要となります。2021年春の国の災害対策基本法
の改正で同感染症対策が盛り込まれたのを受けて、各都道府県では災害時の避難所の運営ガイドラインを同感染症を踏
まえたものに作り直していますが、神奈川県では2020年6月に示した「新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運
営に係る考え方」に沿い、2020年6月に同感染症を踏まえた避難所の運営ガイドラインを策定しております。これは市
町村向けの資料ですが、避難所の運営は市民も参加する運営協議会が当たっており、市民にも周知することが大切で、
県のホームページでも公開されています。
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２０２2年1月号「vol.１39」

　昨年10月にスタートした県民割は、緊急事態宣言が発出された事により12月に打ち切られましたが、累計約10
万人、約5億円分の利用がありました。
　県内在住者が人気のある定番エリア（横浜・鎌倉・箱根）を旅行し宿泊した場合（1人当たり1泊）最大5000円、
再発見エリア（それ以外のエリア）7500円、日帰り旅行では、定番エリアで最大3000円、再発見エリアで最大
2000円、Go To トラベルと併用できましたが、高級旅館への宿泊が多く、低価格の旅館への利用が少なかったこ
とから県内全てのエリアで宿泊客が増えるよう、今回は制度設計を見直しました。

２０２１年１２月号（Vol.１3８）
１２月 １ 日に再開、期間は来年 １ 月3１日まで
県内旅行の代金割り引く「かながわ県民割」
　新型コロナウイルス感染拡大の沈静化を受け、政府は先ごろ感
染の抑止と経済活動の両立に向けた新たな経済対策を決定しまし
たが、神奈川県でも感染症で深刻な影響を受けた観光事業を支援し、
神奈川の魅力を再発見する契機としてもらうため、県民が県内へ
の旅行をした場合に旅行代金を割り引く「かながわ県民割」を再
開することにしました。期間は12月1日から来年1月31日まで（宿
泊の場合は2月1日のチェックアウト分まで対象）となっています。

　神奈川県が管理する 2級河川の大岡川とその支川を対象に親
水施設再整備事業が、磯子区内でも来年度いよいよ完成する予
定で、今月から名称の募集も始まります。
　親水護岸が整備される堀割川は、明治初期に開削され、横浜
市の水運、治水対策等に大きな役割を果たし、長大な石積護岸
は当時の面影を残すことから、2010年度に土木学会から土木遺
産に選奨されました。また、親水護岸が整備される周辺はかつ
て海岸でした。そうした歴史が感じられ、磯子区民に親しみが
感じられる名称になることを期待します。

２０２１年１１月号（Vol.１37）
名称、１２月１5日締め切りにより公募中 ＝ 堀割川磯子親水施設、来年 3 月完成へ
　神奈川県横浜川崎治水事務所が2018年春から磯子区の堀割川べりの空き地で進めている堀割川磯子親水施設が2022年
3月に完成する見通しとなり、同事務所ではこの名称を区関係者から公募することにしました。尚、施設の利用開始は4
月からと予定されています。

２０２１年１０月号（Vol.１36）
コロナ対策等１6２１億円の 9 月補正予算案審議 ＝ 来年度の当初予算見通し「８5０億円の財源不足」

　緊急事態宣言の発出や延長に伴う飲食店へ協力金を交付するための補正予算を含め、今回の補正予算の提案は今
年度15回目となります。コロナ感染症対策に加え、台風などの自然災害への対応などによる追加の財政需要が生じ
る可能性があります。その一方で、財政調整基金は、令和3年 4月に見込んでいた令和3年度末残高は350億円でし
たが、度重なる補正予算により取崩され、残高が300億円となると見込まれています。令和 4年度予算編成に際し
ては、事業の優先順位を見極め取捨選択していく必要があります。

　1621億円余に上る本年度9月補正予算案が神奈川県から9月8日開会の県議会第3回定例会本会議に提案され、10月中
旬に採決の見込みで審議が行われています。補正予算案は新型コロナウイルス感染症対策が主で、医療提供体制を維持し、
感染拡大を防止するための各種措置の財源が組み込まれています。他方で県は9月8日に来年度当初一般会計予算案の編
成作業の参考にするための財政収支見通しを発表しました。それによると歳入が2兆150億円、歳出が2兆1000億円で
850億円の財源不足となり、県財政は「引き続き危機的な状況」にあるとしています。
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コロナ対策等1621億円の9月補正予算案審議

来年度の当初予算見通し「850億円の財源不足」

２０２1年10月号「vol.１36」

　1621億円余に上る本年度9月補正予算案が神奈川県から9月8日開会の県議会第3回定例会本会議に提

案され、10月中旬に採決の見込みで審議が行われています。補正予算案は新型コロナウイルス感染症対

策が主で、医療提供体制を維持し、感染拡大を防止するための各種措置の財源が組み込まれています。他

方で県は9月8日に来年度当初一般会計予算案の編成作業の参考にするための財政収支見通しを発表しま

した。それによると歳入が2兆150億円、歳出が2兆1000億円で850億円の財源不足となり、県財政は「引

き続き危機的な状況」にあるとしています。

　9月補正予算案では同感染症対として数々の予算が組まれています。いずれも今後、感染症が下火にな

らなくても対策がスムーズに行われるようにとの観点から組まれているものです。「診療・検査体制の維持」

では、患者（疑いのある人も含む）受け入れに必要な病床確保等に関する空床確保料を補助し、行政検査

の民間検査機関への委託、検査費用の自己負担相当額の公費負担を行うための財源を計上してあります。

1150億円で、9月上旬で約2200床だったものを2400床まで拡大した場合に備えてのものです。「軽度・無

症状患者宿泊療養施設の借り上げ等」でも9月上旬でホ

テルの約2800室だったものが約3800室まで拡大してもい

いように予算を計上して（223億円余）います。また「新

型コロナウイルスワクチン接種体制の強化」としての新

規事業も盛り込まれています。多くの接種事業に取り組

んでもらっている医療機関への支援金や補助金を支給す

るもので118億円余を計上しています。
　「来年度一般会計当初予算案編成に当たっての財政収支

見通し」について、県は850億円の財源不足が見込まれる

としています。歳入の項では海外経済の回復による企業

収益の持ち直しなどから県税・地方譲与税が580億円の増

になると見込まれ、国庫支出金や県債費が2021年度当初

に比べ220億円改善される半面、県税の増などにより国か

らの地方交付税・臨時財政対策費が440億円減り、貯金で

ある財政調整基金の減など690億円が減ることになり、結

局、歳入は330億円の不足が見込まれるとしています。こ

れに介護・医療・児童関係費の増、水害対策費など歳出

520億円の増が見込まれます。財政調整基金は赤字である

再生団体に陥らないため660億円を超える残高が必要とみ

られていますが、県の残高は約300億円になります。

　緊急事態宣言の発出や延長に伴う飲食店へ協力金を交付するため
の補正予算を含め、今回の補正予算の
提案は今年度15回目となります。コロナ
感染症対策に加え、台風などの自然災害
への対応などによる追加の財政需要が
生じる可能性があります。その一方で、

財政調整基金は、令和3年4月に見込ん
でいた令和3年度末残高は350億円でし
たが、度重なる補正予算により取崩され、

残高が300億円となると見込まれていま

す。令和4年度予算編成に際しては、事
業の優先順位を見極め取捨選択してい

く必要があります。
県では、県独自に設置しているワクチン接種会場（新横浜国際ホテルマナーハウス【横

浜市港北区新横浜3-7-8】）で県内在住の受験生等の方々のワクチン接種を行って

います。また、同会場では県内の妊婦及び同居家族の方の接種も行っています。
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名称、12月15日締め切りにより公募中

堀割川磯子親水施設、来年3月完成へ

２０２1年11月号「vol.１37」

　神奈川県横浜川崎治水事務所が
2018年春から磯子区の堀割川べりの
空き地で進めている堀割川磯子親水
施設が2022年3月に完成する見通し
となり、同事務所ではこの名称を区
関係者から公募することにしました。
尚、施設の利用開始は4月からと予
定されています。　同親水施設の建設は横浜市南部を
流れる主要河川で、神奈川県が管理
する2級河川の大岡川とこの支川を
対象に再整備事業として1999年度か
ら進めています。これまで大岡川北仲通地区の「大岡川

夢パーク」、黄金町駅周辺地区の「大岡川桜桟橋」、蒔田

公園地区の「ふれあいアクアパーク」、日ノ出町地区の「横

浜日ノ出桟橋」が造られ、大岡川から枝分かれした人工

河川（明治5年、横浜の港整備の一環として開削）の堀

割川の河口付近に造られている磯子地区の親水施設は5

か所目に当たります。　同施設の場所は堀割川右岸（ニトリ磯子店側）で、根

岸線ガード下から八幡橋付近。同施設は仮称が「桟橋・

親水広場」。浮桟橋が設けられているため、ここを使って

船やカヌーなどの乗り降りに使うこともでき、災害時の

船による緊急物資などの運搬にも活用できるといいます。

　名称の公募は11月1日発行の「広報よこはま磯子区版」

に募集案内が掲載されており、応募対象は磯子区在住・

在勤・在学者。12月15日必着で締め切りますが、12月中

にメンバー数人による名称選定委員会を設立し、選定す

ることになります。応募は1人1点とするなどの注意点も

示されています。

　神奈川県が管理する2級河川の大岡川とその支川を対象に親水施
設再整備事業が、磯子区内でも来年度
いよいよ完成する予定で、今月から名称
の募集も始まります。 　親水護岸が整備される堀割川は、明
治初期に開削され、横浜市の水運、治水
対策等に大きな役割を果たし、長大な石
積護岸は当時の面影を残すことから、

2010年度に土木学会から土木遺産に選
奨されました。また、親水護岸が整備され
る周辺はかつて海岸でした。そうした歴
史が感じられ、磯子区民に親しみが感じ

られる名称になることを期待します。

完成イメージ図

根岸湾

　11月は、「子供・若者育成支援強調月間」。ほっとできる「居場所」がない─

そんな子供が・若者が増えています。県では、さまざまな悩みについて、コミュ

ニケーションアプリ「LINE」を活用した相談窓口を開設しています。

　相談時間：水、金、土曜日13時～16時（年末年始除く）。
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　12月10日から16日は、「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」です。県では、令和3年12月12日

（日）に横浜駅東口そごう地下2階広場前「新都市プラザ」でパネル展示等を実施します。（12

時30分から16時00分）また、「北朝鮮に拉致された日本人を救う神奈川県議会有志の会」

では同日の14時から16時に、桜木町駅前広場にて署名活動を行います。

12月1日に再開、期間は来年1月31日まで

県内旅行の代金割り引く「かながわ県民割」　新型コロナウイルス感染拡大の沈静化を

受け、政府は先ごろ感染の抑止と経済活動

の両立に向けた新たな経済対策を決定しま

したが、神奈川県でも感染症で深刻な影響

を受けた観光事業を支援し、神奈川の魅力

を再発見する契機としてもらうため、県民

が県内への旅行をした場合に旅行代金を割

り引く「かながわ県民割」を再開すること

にしました。期間は12月1日から来年1月

31日まで（宿泊の場合は2月1日のチェックアウト分まで対象）となっています。

　「かながわ県民割」施策は、国からの交付金をベースに昨年度の2度の補正予算で約20億円の財源を確保。

昨年10月にスタートしました。期間は当初、2021年2月末までを予定していましたが、政府がコロナ感染

症への緊急事態宣言を行ったことから急きょ12月28日で

打ち切りとなりました。　今回は使用されなかった約15億円を財源に12月から来

年1月まで行われますが、予算がなくなり次第終了され、

国の「Go To トラベル」との併用は不可となっています。

県民が事業の登録事業者である旅行会社や宿泊業者、船

舶事業者などから旅行商品を購入する際、割り引きが適

用されます。今回は割り引きが定番エリアで1人1泊6000

円以上を利用した場合3000円、再発見エリアでは5000円、

日帰り旅行で3000円以上の利用の場合定番エリアで1500円、

再発見エリアで2500円となっています。1回に何人分でも、

何度でも利用できる仕組みになっています。今回は割り

引き率が定番エリアでより低くなっていますが、前回実

施の際、利用が人気のある定番エリアに偏っていたこと

を踏まえて改善したといいます。
　県内に本社や支店、営業所のある旅行会社、ホテル・

旅館、船舶事業者などで登録業者へ申請があったのは546

社で、前回より増えています。同県民割への問い合わせ

先は☎045－277－0773の事務局となっています。

　昨年10月にスタートした県民割は、緊急事態宣言が発出された事に

より12月に打ち切られましたが、累計約

10万人、約5億円分の利用がありました。

　県内在住者が人気のある定番エリア

（横浜・鎌倉・箱根）を旅行し宿泊した場合

（1人当たり1泊）最大5000円、再発見エ

リア（それ以外のエリア）7500円、日帰り

旅行では、定番エリアで最大3000円、再

発見エリアで最大2000円、Go To トラベ

ルと併用できましたが、高級旅館への宿

泊が多く、低価格の旅館への利用が少な

かったことから県内全てのエリアで宿泊

客が増えるよう、今回は制度設計を見直

しました。

２０２1年12月号「vol.１38」
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改めて県民や事業者への支援策紹介

コロナウイルス感染症の拡大傾向続く

　日本では今夏、コロナウイルス感染症の予防接種が進み、東京オリンピックが開催される中、大都市な

どでは依然として感染の拡大傾向が続いています。このため県民生活や事業者の経済活動への影響も大き

いものがあります。こうした中、国や県の支援策の概略を改めて紹介してみます。

２０２1年8月号「vol.１34」

〇県民の皆様への支援

給
付

休業期間中の賃金の支払いを
受けられなかった 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

休業前賃金の80%（上限11,000円/日）
新型コロナウイルス感染症対応休
業支援金・給付金コールセンター0120-221-276

業務や通勤などで発症 労災保険の休業補償平均賃金の80%
補償業務や通勤に起因したと認められる場合は

労災保険給付の対象となります
各労働基準監督署磯子区内にお勤めの場合は横浜南045-211-7376

感染等の影響で無給や減給 国民健康保険の傷病手当金の支給
コロナに感染したり感染が疑われたりして無給

や減給になった場合、傷病手当を受け取れる可

能性があります
磯子区保険年金課保険係045-750-2428

貸
付 生活資金に不安

緊急小口資金・総合支援資金
申請期間は令和3年8月末日まで延長 磯子区社会福祉協議会045-751-0739

猶
予

国民健康保険料等が払えない 国民健康保険料免除・納付の猶予
一定の要件に該当する方は、国民健康保険の免

除や納付の猶予が適用される場合があります

横浜南年金事務所045-742-5511磯子区国民年金係045-750-2421

水道料金の支払いが厳しい 上下水道料金の支払い猶予
水道料金等の支払いを最長で4か月間猶予

各水道局横浜市水道局お客さま
サービスセンター045-847-6262

〇県内事業者の皆様への支援

協
力
金
な
ど

県からの要請で営業時間を短縮

夜間営業時間の短縮に対する協力金
第9～11弾は申請受付中　第12弾の申請受付開

始は8月11日
まん延防止等重点措置区域045-522-2431その他区域　045-330-4892

協力金第13弾の先行交付
1店舗当たり70万円申請期間は令和3年7月20

日(火)から8月6日（金）まで
協力金第13弾先行交付コールセンター045-522-2432月～金曜　9～17時

緊急事態宣言の影響で売上が
減少

月次支援金
中小企業等：上限20万円/月　個人事業者等：

上限10万円/月
月次支援金事務局 相談窓口0120-211-240又は03-6629-0479

月次支援金の県追加支援
酒類販売事業者の中小法人等：上限20万円/月

酒類販売事業者の個人事業者等：上限10万円/月

酒類販売事業者以外の中小法人等：5万円/月

酒類販売事業者以外の個人事業者等：2.5万円/月

支援給付金コールセンター045-900-5907

融
資 融資を受けたい 神奈川県中小企業制度融資

新型コロナウイルス対策特別融資、セーフティネッ

ト保証5号、売上・利益減少対策融資(新型コロ

ナウイルス要件)
金融課経営相談窓口電話045-210-5695
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県が「コロナ感染症を踏まえた避難所運営ガイ

ドライン」～複合災害に備えた避難所へ～策定

　9月21日（火）～9月30日（木）は、「秋の全国交通安全運動週間」です。

　「子どもと高齢者を始めとする歩行者の安全の確保」「夕暮れ時と夜間の事故防止と歩行者

の保護など安全運転意識の向上」などが運動の重点となります。みんなで守って交通事故を

ゼロにしましょう。

２０２1年9月号「vol.１35」

　地震、台風、豪雨による水害やがけ崩れなど災害から人々の安心・安全な生活を守るためには、災害時

に設置される避難所が大きな役割を担っています。コロナウイルス感染症の拡大・その影響が心配される

今日では、災害時の避難所の運営に当たっても同感染症の影響を踏まえたガイドラインの策定が必要とな

ります。2021年春の国の災害対策基本法の改正で同感染症対策が盛り込まれたのを受けて、各都道府県

では災害時の避難所の運営ガイドラインを同感染症を踏まえたものに作り直していますが、神奈川県では

2020年6月に示した「新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営に係る考え方」に沿い、2020年6月

に同感染症を踏まえた避難所の運営ガイドラインを策定しております。これは市町村向けの資料ですが、

避難所の運営は市民も参加する運営協議会が当たっており、市民にも周知することが大切で、県のホーム

ページでも公開されています。
　同避難所運営ガイドラインは「避難所にいるすべての人が実践すること」「住民への事前通知」「避難所

の確保・避難スペースの拡大」「感染症対策物資の備蓄」「入所受付」「避難所全体のレイアウト」「健康な

者の滞在スペースのレイアウト」「専用スペースのレイアウト」「基本的な感染症対策の徹底」の9項目か

ら構成されており、それぞれに参考資料が付されています。これには「避難行動判定フロー」「物品支給

のレイアウト」「健康チェックシート」「自治・町内会ご

との避難者等把握用紙」「手洗い啓発ポスター」「手作り

マスクの作り方」「共用場所の掃除のポイント」「令和2

年度の熱中症予防行動」などがきめ細かに示されています。

　同ガイドラインで特に運営協議会等の市民に参考にな

りそうなのは「入所受付」。「入所受付時に検温と健康状

態チェックシートにより健康状態を確認し、入所後も定

期的に健康状態を確認する」「症状が確認されたものは専

用スペースに誘導する」「入所受付時にマスク等を持参し

ていない者への衛生物資支給コーナーを設置する」等が

記されており、受付業務の段階から感染症の感染者かそ

うでない者かの判別が重要になっていることが示唆され

ています。また「新型コロナウイルスを含む感染症対策

の基本は『手洗い』などによる手指衛生の徹底、『咳エチケッ

ト』などによる飛沫感染防止」が「基本的な感染症対策

の徹底」として挙げられていることも改めて参考になり

そうです。「危険な場所にいる人は避難することが原則です」

「安全な場所にいる人まで避難所に行く必要はありません」

「マスク・消毒液・体温計は不足しています。出来るだけ

自ら携行してください」など知っておくべき5つのポイ

ントも示されています。

　秋は台風や前線の影響で、大雨、洪水、暴風、高潮による自然災害が

発生しやすい季節です。災害対策基本

法が改正、令和 3年 5月20日より市町

村が発表する避難情報が変わり、従来

の「避難勧告」が「避難指示」に統一

されました。避難勧告は廃止され、「避

難指示（警戒レベル4）」で危険な場所

から全員避難しましょう。避難に時間

のかかる高齢者や障がいのある方は「高

齢者等避難（レベル3）」で早めに避難

をしましょう。日頃から水害・土砂災

害が起こりやすい場所などを確認し、

新型コロナが収束しない中でも危険な

場所にいる人は避難することが原則です。


